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１ 事業の目的 

この事業は、市内で新たに成長性及び独創性に富む事業活動を行う者に対し、

創業に係る事業を行うための準備費用を一部補助することで、本市における創

業を促進し、地域経済の活性化と雇用拡大を図ることを目的としています。 

 

２ 補助金の対象者 

 本補助金の対象者は、次の（１）から（４）のすべての要件を満たす者である

ことが必要です。 

（１）市内に本店もしくは主たる事業所等を設け創業をしようとする者 

※創業とは、次のいずれかに該当する場合のことをいいます。 

 ①事業を営んでいない個人が、開業の届出により、新たに事業を開始す

ること 

 ②事業を営んでいない個人が、新たに法人を設立し、事業を開始するこ 

  と 

（２）市税に滞納がない者 

（３）防府商工会議所の経営指導を受けていること 

  ※防府市中小企業サポートセンターに事前相談を行ってください。 

（４）許認可等が必要な業種の創業については、補助事業完了までに許認可等

を受ける者 

                                  

上記要件（１）～（４）にかかわらず、次の要件に該当する者は補助対象とな

りません。 

(ア) 防府市暴力団排除条例に該当する者 

(イ) 過去にこの補助金の交付を受けた者 

(ウ) 法人の場合、中小企業基本法に規定する会社に該当しない者 

(例 社会福祉法人、一般社団法人、特定非営利活動法人 など) 

(エ) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律により規制の対象

となる者 

(オ) 個人による事業の法人化、法人変更 

(カ) その他市長が適当でないと認める者 
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３ 補助対象事業 

 本補助金の対象となる事業は、次の各号のいずれかに該当する事業となりま

す。 

（1） 日本標準産業分類に規定する業種のうち、下記表に定める業種 

（2） その他市長が特に必要と認めるもの 

 

補助対象業種 

大分類 中分類 小分類 

Ｄ－建設業 全部 全部 

Ｅ－製造業 全部 全部 

Ｇ－情報通信業 全部 全部 

Ｈ－運輸業・郵便業 全部 全部 

Ｉ－卸売業、小売業 全部（61－無店舗小売業を除く。） 全部 

Ｋ－不動産業、物品賃貸業 全部 全部 

Ｌ－学術研究、専門・サービス

業 

全部 全部 

Ｍ－宿泊業、飲食サービス業 全部 全部 

Ｎ－生活関連サービス業、娯楽

業 

全部 全部 

Ｏ－教育、学習支援業 全部 全部 

Ｐ－医療、福祉 全部 全部 

Ｑ－複合サービス事業 全部 全部 

Ｒ－サービス業（他に分類され

ないもの） 

89－自動車整備業 全部 

90－機械等修理業 全部 

91－職業紹介・労働者派遣業 全部 

92－その他の事業サービス 全部(9299－集金業、取

立業(公共料金またはこれ

に準ずるものに係る場合

は除く)を除く。) 

 

ただし、上記業種の中から次に定めるものは補助対象外事業とする。 

〇チェーンストア、フランチャイズ契約その他これらに類する契約に基づ

く事業 
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４ 補助対象経費 

補助対象経費は、補助対象事業を行うために必要な経費のうち、次の表に定め

る経費とします。 

対象経費の区分 内容 

１．設備費 

 店舗等改装費 ・店舗、事務所の開設又はリフォームに係る外装工事・内装工

事費用（住居兼店舗、事務所については、店舗、事務所専有

部分に係るもののみ。） 

・看板設置（店舗等に直接設置するもの） 

 

【対象とならない経費例】 

 不動産購入費、市外の店舗及び事務所の開設に伴う外装工

事・内装工事費用、外構及び駐車場の工事費用、インターネ

ット環境のための整備費用 

機械装置・ソ

フトウェア取

得費 

・機械装置に係る設計、修繕、購入及びリース・レンタルに係

る費用 

・対象事業にのみ利用する特定業務用ソフトウェアの取得に

関する費用 

 

【対象とならない経費例】 

 車両購入費 

 家庭用及び一般事務用ソフトウェアの購入費、ライセンス

費用（OS、セキュリティソフト、ワード、表計算等、汎用

性の高いもの） 

備品費 ・本事業遂行において直接必要な什器や備品の購入及びリー

ス・レンタルに係る費用（汎用性が高く、使用目的が事業の

遂行に必要なものと特定できないものに係る経費を除く。） 

 

【対象とならない経費例】 

 汎用性が高く、対象事業以外にも使用可能なもの（冷蔵庫・

パソコン・タブレット・携帯電話 など）※専ら事業のため

に使用される物については除く 

２．事業費 

 専門家派遣費 ・本事業遂行に必要な謝金や旅費として、依頼した専門家に支

払われる費用 

 

【対象とならない経費例】 

 本補助金に関する書類の作成代行費用 
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知的財産権等

関連費 

・試作品等の開発、役務の開発・提供方法等と密接に関連し、

試作品等の開発成果の事業化にあたり必要となる特許権等

の知的財産権等の取得に要する弁理士の手続代行費用や外

国特許出願のための翻訳料など知的財産権等取得に関する

費用 

 

【対象とならない経費例】 

 他社からの知的財産権等の買取費用、日本の特許庁に納付

される出願手数料等（出願料、審査請求料、特許料等）、対

象事業と密接に関連のない知的財産権等の取得に関連する

費用 

広告宣伝費 ・ホームページ作成、パンフレット・チラシ等の制作、広告、

展示会への出店など事業の広報に要する費用 

 

【対象とならない経費例】 

 切手の購入費用、個人の名刺、求人広告費用、本事業と関係

のない活動に係る広報費（対象事業にのみ係った広報費と

限定できないもの） 

原材料費 ・試供品・サンプル品の開発に必要な原材料及び副資材の購入

に係る費用（対象期間内に使用するものに限る） 

 

【対象とならない経費例】 

 主として販売のための原材料仕入れ、商品仕入れとみなさ

れるもの 

 見本品（試着品・試食品）や展示品であっても、販売する可

能性のあるものの製作に係る経費 

委託費 ・事業遂行に必要な業務の一部を第三者に委託するために必

要な経費（マーケティング等の市場調査の経費を含む。） 

 ※対象期間中に委託契約の締結が必要です。 

 

【対象とならない経費例】 

 販売用商品（有償で貸与するものを含む）の製造委託・開発

委託に関する費用 

外注費 ・事業遂行に必要な業務の一部を第三者に外注（請負）するた

めに必要な経費 

 

【対象とならない経費例】 

 販売用商品（有償で貸与するものを含む）の製造・開発に関

する外注費用 

３．その他 

 市長が特に必要と認めるもの 
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※上記の補助対象経費のうち、下記①～⑥に該当する経費は対象となりませ

ん。 

   ①消費税および地方消費税 

   ②消耗品費、不動産購入費、車両購入費、食料費、金融機関等への振込手

数料 

   ③通信運搬費（電話代、切手代、インターネット利用料など）、光熱水費 

   ④汎用性があり、目的外使用になり得る電子計算機などの備品購入に要

する経費 

   ⑤国、県、その他の機関から補助金の交付を受ける予定がある経費 

   ⑥その他市長が適当でないと認めるもの 

 

【注意事項】 

 ・本補助金の審査結果通知書の認定日から、補助対象事業完了日までの契約・

発注・納品等により発生した経費に限られます。 

※この期間の以前に発生した経費は対象外となります。 

 ・証拠書類（見積書、請求書、領収書等）によって金額・支払の有無・日時等

が確認出来ない経費については、補助金の対象外となります。 

 

 

５ 補助金額と支払方法 

 （１）補助金額 

    補助金の金額は補助対象経費の総額の２分の１で、下限３０万円から

上限１００万円です。また、１，０００円未満の金額については切り捨て

となります。 

 （２）支払方法 

    補助金の支払いは、原則精算払いとなります。これは、補助対象事業完

了後に市による検査を受け、支払がなされるものです。 

   ※補助金指定決定と同時に支払われるものではありません。 

 

 

６ 採択予定件数 

 本募集期間での採択件数は、１件程度です。 

  

 

７ 補助対象期間 

 補助対象期間は、創業準備補助金申込の審査後に通知される審査結果通知書

の認定日から１年以内とする。 
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８ 補助金交付の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補助金交付までのスケジュール】 

１２月１日（月）～１月１６日（金） 募集期間(申込書提出) 

２月上旬 

※ヒアリング予定日： 

２月２日（月） 午後 

応募状況によっては変更になる場合が

あります。 

申込内容の審査・個別ヒアリング実施 

※提出された事業計画を基に、個別に

ヒアリングを行います。 

２月中旬 結果の通知・認定 

審査結果通知書受領後 
指定申請(補助対象者のみ) 

指定決定 

認定日（審査結果通知書の日付）から1

年以内 

補助対象事業実施期間 

 ・補助対象事業の実施 

 （改修工事、備品購入等） 

 ・開業、法人設立 など 

事業完了から20日以内 
補助金交付申請 

補助金交付決定 

補助金交付決定後 
補助金請求 

補助金交付 

 

 

９ 応募手続き 

 （１）募集期間 

    令和７年１２月１日（月）～令和８年１月１６日（金） 

 （２）提出期限 

    令和８年１月１６日（金）（必着） 

 

【申請者】 【認定者】 【認定者】 【認定者】 

補

助

金

申

込 

指

定

申

請 

審
査
・
補
助
対
象
者
認
定 

指

定

決

定 

補
助
金
交
付
申
請 

補
助
金
交
付
決
定 

事

業

実

施 

請

求 

支

払

い 

【認定者】 

補助対象期間：認定日から 1年以内 
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 （３）提出先 

※提出は下記へ郵送願います。 

 

 

 

 

 

 （４）提出書類 

 書類名 備考 

１ 防府市創業準備補助金申込書 第１号様式 

２ 創業計画書 第２号様式 

３ 市税の滞納のないことを証する書類 

「納税証明書」 

防府市に住民票が無い

場合は、現住所地の

「納税証明書」に代え

ることとする 

４ 承諾書 第３号様式 

５ 対象経費の見積書(店舗等改装費、委託費、外注

費を計上する場合) 

 

６ その他市長が必要と認める書類  

※納税証明書は、市民課窓口、課税課窓口又は各出張所でお取りできます。 

※納税後２週間以内に証明書を申請する場合、納付したことを確認できる書類

が必要になります。窓口にお越しの際は、納付時の領収書等（領収日付印のあ

るもの）又は口座引落し済の通帳コピーをお持ちください。 

※法人の場合は、申請書に法人代表者印が必要です。 

 

１０ 審査 

（1） 審査 

     創業計画書等の提出された書類を基に、審査委員会で書類審査及び

個別ヒアリングを行います。書類審査の審査項目は以下の内容となり

ます。 

【防府市創業準備補助金 審査基準】 

審査項目 審査基準 

独創性・新規性 

本市において、当該事業が新たな価値を生み出す商品、サービス、又は

それらの提供方法を有しているか。 

提供する商品、サービスに訴求力（他者との差別化要素など）はあるか。 

〒747-8501 防府市寿町7番 1号 

防府市産業振興部商工振興課 宛て 

 TEL0835-25-2147（防府市産業振興部商工振興課） 
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当該事業が同業界の中において、新たな事業の組み合わせや、ニーズの

変化に対応した改良が行われているか。 

自立性・継続性 

顧客ターゲットや顧客ニーズが明確になっており、顧客に対してアプロ

ーチできるものとなっているか。 

事業内容や実施スケジュール・収支計画に無理はなく、実施可能なもの

となっているか。 

事業化への動機や目的が定まっており、今後継続して事業活動が行える

ものか。 

将来性・発展性 

防府市への経済効果・貢献（連携事業、雇用の創出、新たな産業の創出

等）が、今後期待できるものとなっているか。 

取り組む分野の経験や知識、ノウハウを有するなど、今後の事業展開の

発展が見込まれているか。 

 

（2） 審査結果通知 

審査の結果は、審査結果通知書により申込者全員へ通知します。 

    ※審査の結果（不採択の理由等）に関するお問い合わせには、応じか

ねますので予めご承知おきください。 

 

１１ 指定申請 

 本補助金の対象者に認定され、認定通知を受け取った者は、速やかに指定申

請を行ってください。申請に必要な書類は下記のとおりです。 

提出書類 

 書類名 備考 

１ 防府市創業準備補助金指定申請書 第５号様式 

２ 収支予算書 第６号様式 

３ 防府市創業準備補助金審査結果通知書の写し 第４号様式 

４ 補助対象経費に係る見積書の写し 

(店舗改装等があれば図面なども必要) 

 

 

【注意事項】 

※ 原則、防府市創業準備補助金審査結果通知書（第４号様式）に記載する補

助金内示額を超えての指定申請は出来ません。 

※ 指定決定を受けた事業は、審査結果通知書の認定を受けた日から1年以内

に工事及び発注先等への支払いを完了する必要があります。工期等余裕を

持って、補助金の申請をしてください。 

※ 指定決定を受けた内容に変更が生じた場合、補助金の変更指定申請が必要
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となります。変更指定決定を受けずに実施した経費は、補助金の対象とな

りません。 

※ 指定決定後に当初の予定より補助対象経費が増額し、補助対象経費の支払

いが指定申請時の見積額を上回った場合でも、当初の指定決定額が上限と

なりますので、増額は出来ません。 

 

１２ 交付申請 

 補助事業完了後、２０日以内もしくは認定日から 1 年以内のいずれか早い日

までに下記の書類を提出してください。 

 書類名 備考 

１ 防府市創業準備補助金交付申請書 第１２号様式 

２ 実施内容報告書 第１３号様式 

３ 収支決算書 第１４号様式 

４ 補助対象経費の支払いを証する領収書等の写し  

５ 事業所の工事の実施が分かる写真 実施した場合に限る 

6 開業したことが証明できる書類の写し (個人事業者の場合) 

7 法人を設立したことが証明できる書類の写し (法人事業者の場合) 

8 許認可等の写し 必要な場合に限る 

9 指定決定書（第７号様式）の写し  

※提出は下記へ郵送願います。 

    

 

 

 

【注意事項】 

※ 補助金の額は指定決定時の見積金額等により算定します。発注先等への実

際の支払額が指定決定の額を下回った場合は、補助金の額も減額します。 

 

１３ 補助金の支払い 

 補助金の支払いは、補助事業完了後の精算払いとなります。 

 防府市創業準備補助金交付決定通知書（第１５号様式）が届きましたら、防府

市創業準備補助金請求書（第１６号様式）を提出してください。 

 

※提出は下記へ郵送願います。 

   

 

 

 

〒747-8501 防府市寿町7番 1号 

防府市産業振興部商工振興課 宛て 

 TEL0835-25-2147（防府市産業振興部商工振興課） 

 

〒747-8501 防府市寿町7番 1号 

防府市産業振興部商工振興課 宛て 

 TEL0835-25-2147（防府市産業振興部商工振興課） 
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１４ その他留意事項 

 （１）審査の結果（不採択の理由等）に関するお問い合わせには、応じかねま

すので予めご承知おきください。 

 （２）提出書類は返却いたしませんので、必要な場合は事前にコピー等をして

ください。 

 （３）偽りその他不正の手段により補助金交付を受けたときや補助金交付条件

に違反したとき等は、交付決定の取り消し・支払った補助金の返還を求

める場合があります。 

① 補助金を交付対象事業以外又は補助対象経費以外に使用したとき。 

② 偽り又は不正の手段により補助金の交付を受けたことが判明したと

き。 

③ 補助金を受け、事業を開始した日から３年以上の事業継続が不可能

となったとき。 

④ 創業に必要な関係法令の許認可等を補助対象事業の完了までに取得

できなかったとき。 

⑤ 補助対象事業の完了までに創業できなかったとき。 

⑥ 前５号に掲げる場合のほか、市長が不適当と認めるとき。 

 （４）補助金の交付者となった場合は、事業概要等について公表することがあ

ります。 

 （５）本募集要領の他「防府市創業準備補助金交付要綱」の規定に従っていた

だきます。 

 （６）指定を受けた事業については、事業に関する事項に関して、市から報告

提出依頼や調査協力依頼を行った場合には、ご協力ください。 

 （７）本事業における関係書類は事業終了後３年間保存してください。 

 （８）市内事業者からの調達や工事にご協力ください。 

 

 

【問合せ先】 

防府市商工振興課 電話 0835-25-2147 


